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PRESS RELEASE    

                                令和4年（2022年）12月 8日 

 
山形大学アントレプレナーシップ開発センター 

三井住友信託銀行株式会社とNES株式会社との連携協定を締結 
～起業家教育及び起業支援を通じた社会課題の解決・地域社会への貢献～ 

 
【本件のポイント】  

●アントレプレナーシップ開発センターは本日、三井住友信託銀
行株式会社及びNES株式会社との間で「起業家教育及び起業支
援に関する協定書」を締結しました。 

●３機関の連携による起業家教育及び起業支援を通じて、社会課
題の解決や地域社会への貢献を図ることを目的とします。 
●同センターは、国内外及び県内各地域のネットワークを駆使し
た事業で、アントレプレナーシップ教育やスタートアップ創出
支援において実績を有しています。 
●同センターの実績に、三井住友信託銀行とNES社が持つ都市部
のネットワークやリソースを融合させ、同センターの活動を更
に充実させていきます。 

【概要】 

山形大学アントレプレナーシップ開発センター(以下「YU-DES」という。)は、三井住友信託銀行株式会社
(以下「三井住友信託銀行」という。)、NES株式会社(以下「NES社」という。)との間で、起業家教育及び起業
支援を通じて、社会課題の解決や地域社会への貢献を図ることを目的に、連携協定(以下「本協定」という。)を
締結しました。なお、本協定の有効期間は、協定締結日から3年間(更新有)となります。 
（背景・目的） 

YU-DESは、2022年4月に、これまでの実績を踏まえ、アントレプレナーシップ教育の全学的機能を有する組
織として設置しました。国内の大学を代表するアントレプレナーシップの教育研究やスタートアップ創出支援
の拠点を目指すべく、国内外の組織的、人的なネットワークも駆使した独自の人材育成プログラムを構築し、
学生、社会人を対象に教育を行っています。 
三井住友信託銀行は、「社会的価値創出と経済的価値創出の両立」を経営の根幹に据え、社会課題解決型の

新たな金融仲介機能を発揮することで、地域経済の中軸を担う自治体、大学、企業などのステークホルダーを
有機的に繋ぎ、地域のエコシステムを構築していくことを目指しています。 

NES社は、2019年7月に、ベンチャー投資・育成を手掛ける株式会社レジェンド・パートナーズと三井住友銀
行の間で設立し、「都市部と地方の機会格差を是正し、日本中のどこにおいても社会課題の解決・イノベーシ
ョンが起こせる社会へ」の企業理念のもと、大学や地方公共団体等との連携により起業家育成活動を行ってい
ます。 
今般、YU-DES、三井住友信託銀行及びNES社は、起業家教育及び起業支援を通じて、社会課題の解決や地

域社会への貢献のために連携していくことが、それぞれの目指す姿の実現に資するものと判断し、本協定を締
結しました。 
（連携・協力事項） 

YU-DES、三井住友信託銀行およびNES社は、主に以下の事項について相互に連携・協力を行います。 
 アントレプレナーシップ教育に関する事項 
 イノベーションエコシステムの実現推進に関する事項 
 学生教育の支援に関する事項 
 産業創出等による地方創生、地域社会の活性化に関する事項 

 

アントレプレナーシップの教育風景 
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【協定機関の概要】 

 
○三井住友信託銀行株式会社 
取締役社長｜大山 一也 
設立年月日｜大正14 (1925)年7月 
事業内容｜銀行事業、資産運用・管理事業、不動産事業 
本店所在地｜東京都千代田区丸の内一丁目4番1号 

 
○NES株式会社 (New Ecosystem for Startupsの略称)  
代表取締役｜今川 信宏 
設立年月日｜令和元(2019)年7月 
事業内容｜ファント運゙営・投資事業 起業家及ひ経゙営者の人材育成やその企画・運営 
所 在 地｜東京都港区六本木一丁目4番5号 アークヒルズサウスタワー16階 
株 主｜株式会社レシェ゙ント・゙ハー゚トナース及゙ひ役゙職員、三井住友信託銀行株式会社: 

 
○山形大学アントレプレナーシップ開発センター 
センター長｜小野寺 忠司（教授） 
設立年月日｜令和4(2022)年4月 
事業内容｜アントレプレナー育成教育（大学生、社会人・企業人・団体、中高生） 

企業向けリーダーシップ教育／新事業創出教育 
事業化に向けた学術指導 

所 在 地｜山形市小白川町一丁目4番12号（小白川キャンパス人文社会科学部３号館８階） 
 

以上 

 
 
 
 

 

 
お問い合わせ    

山形大学アントレプレナーシップ開発センター 小野寺・五味 
TEL  023-628-4075  メール tonodera@yz.yamagata-u.ac.jp 
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令和4(2022)年12月8日

アントレプレナーシップ開発センター
三井住友信託銀行株式会社と
NES株式会社との連携協定を締結

山形大学アントレプレナーシップ開発センター
小野寺忠司｜センター長・教授
三井住友信託銀行株式会社
野口 謙吾｜取締役副社長
NES株式会社
今川 信宏｜代表取締役



岸田政権が起業を5年間で10倍に増やす計画

スタートアップ創出元年
スタートアップの育成は、日本経済のダイナミズムと成長を促し、社会的課題を解決す
る鍵です。このため、2022年をスタートアップ創出元年として位置づけ、5年10倍増を視
野に、2022年末に5か年計画を策定し、大規模なスタートアップの創出に取り組みます。

社会的背景

失われた30年
日本の競争力は、過去30年間で著しく
低下

株式市場は成長せず、実質賃金は増え
ていない

スタートアップの必要性
世界では、IT分野のみならず、Deeptech分野
でもスタートアップがイノベーション先導

高成長スタートアップが株式市場の成長、
新規雇用創出に大きく貢献

スタートアップ創出に向けた機運の高まり
スタートアップ成長のための環境整備（継続的に創出されるエコシステム(※)の構築）
（※）①人材、②資金、③サポート/インフラ、④コミュニティ

地域社会におけるスタートアップ・エコシステムの構築
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スタートアップ・エコシステムを構築する上での課題

経済産業省/産業構造審議会経済産業政策新機軸部会(2022年2月16日)ー現状認識と課題

我が国のスタートアップエコシステムは、人材・事業・資金の各面で課題があり、
さらにそれぞれの課題が相互に絡み合い、好循環が生まれていない状況。

２



起業家教育及び起業支援に関する協定

× ×

社会課題の解決・地域社会への貢献

スタートアップエコシステムの構築

３



協定機関の特徴

 アントレプレナーシップ開発センター設置
 起業家教育及び起業支援における高い実績
・文科省次世代アントレプレナー育成事業(最高評価)
・プログラム関連のベンチャー起業（5年間16社）

 銀行事業と信託・財産管理事業を一体として展開
 取引先企業とのビジネスマッチング支援
 大学との起業家支援プログラムでの連携実績

 ベンチャーキャピタル(東京都) 2019年7月設立
 豊富な経験と知識を持つエキスパート集団
 ミッション｜地域社会から起こす、持続可能な社会の実現

４



アントレプレナーシップ開発センターの主な実績 ５

企業人
社会人

山形大学
工学部(集中講義)
基盤教育(R5新規)

他大学へプログラム提供
東北芸術工科大学
山梨県立大学

やまがたビジネス
プランコンテスト

（山形県・YBCと連携）

i-HOPE
IT人材育成プログラム

スーパーエンジニアプログラミングスクール
(SEPS)

i-HOPE
新事業創出ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

ﾘｰﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進ﾘｰﾀﾞｰ育成ｺｰｽ

IT人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑDX基盤強化推進
ﾘｰﾀﾞｰ育成ｺｰｽ(SEPS-Pro)

ソーシャル
イノベーション
創出モデル事業

（山形県と連携）
最上地区をﾌｨｰﾙﾄﾞに、地域課題/地域
資源をﾃｰﾏに、ﾋﾞｼﾞﾈｽｱｲﾃﾞｱを創出し

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙを社会実装

大学生

高校生
中学生

山形大学人材育成プログラム i-HOPE
※ i-HOPE: Development of Innovative Human resource toward Outcome the Program for Entrepreneurship

学術指導契約
に基づく
事業化指導
(例)株式会社サニックス

EVトラックの研究開発/マーケット
戦略立案に関する伴走支援



①アントレプレナーシップ教育に関する事項
 山形大学人材育成プログラム「i-HOPE」の全国拡大及び参画・協力
 今後の育成メニュー拡充に向けた協力（教育方法やプログラムの開発など）
 山形県内の地域資源を活用した三者によるフィールドワーク

②イノベーションエコシステムの実現推進に関する事項
 ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ及びﾍﾞﾝﾁｬｰ企業の事業化・成長するための資金面や業務提携の支援
 社会課題解決に繋がる研究成果の社会実装の推進支援

③学生教育への支援に関する事項
 山形大学の学生向け講義に三井住友信託銀行の参画・協力
（例：高齢化社会における課題解決、well-being、金融リテラシーなど）

④産業創出等による地方創生、地域社会の活性化に関する事項
 山形県内での産学官金連携による地方創生
 山形大学の研究シーズや技術を活用した地域産業の振興や新産業の創出

６協定における主な連携協力事項



一人一人の
豊かさ・幸せ
Well-being

の実現

三井住友トラスト・グループは、何のために存在するのか?

私たちが
理想とする姿

社会から
求められる姿

私たちの
「励み」「誇り」
「やりがい」

信託の力で、新たな価値を創造し、

お客さまや社会の

豊かな未来を花開かせる

三井住友トラスト・グループのパーパス（存在意義）

好循環の実現
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本協定で実現したいこと

 エリアの制約を超え真のオープン・イノベーションを促すためネットワーキングを構築

 地域で構築されたネットワークに、更にリソースを提供することによりシナジー効果を生み出す

 山形大学の構築したプログラムとNES・三井住友信託銀行の持つネットワーク、リソースの融合

垣根の無い真のオープン・イノベーション

 都市部の企業等が山形の技術にアクセス
 都市部の資本がシームレスに山形へ
 共同ピッチイベントなど他大学・他地域との
連携

既に基盤のできている山形のスタートアップ
をさらにブーストアップさせるためにNESと
三井住友信託銀行のリソースを融合

資金と人材の循環

NES・三井住友信託銀行

シナジー効果

山形
大学

山形
県

地元
金融
機関

地元
企業

系統
金融
機関

外部

協力
機関 上場

企業

機関
投資
家

他
大学
地域

８
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起業家教育及び起業支援に関する協定

× ×

我々の活動へのご支援をお願いします
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